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 こうした事情を背景に第 24 次地方制度調査会は外部監査制度の導入について検討し、平成８年
４月に「第 24次地方自治法制度調査会専門小委員会報告（以下、報告という。）」を公表した。そ


















で、監査に関する実務に精通している者である（地方自治法第 252 条の 28）。また、税理士につ
いても認められている。一方、「独立性」については「外部監査契約の履行に当たっては、常に公
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平普遍の態度を保持し、自らの判断と責任において監査をしなければならない。」ことが規定され
ている（地方自治法第 252 条の 31 項２）4。 
 更に、地方自治法は、外部監査人が監査の事務を他の者に補助させることができることも規定
している（地方自治法第 252 条の 32 項）。この場合において、外部監査人は政令の定めるところ
により、あらかじめ監査委員に協議しなければならない。それに加えて、代表監査委員は、外部
監査人の監査を円滑に進めるために、監査人の求めに応じて、事務局職員等を協力させることも
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監査委員制度と外部監査制度との職務権限の比較 
監査委員制度 外部監査制度 
定例監査 （第 199 条第４項） × 
随時監査 （第 199 条第５項） 包括外部監査 
財政援助団体等の監査 （第 199 条第７項） 包括外部監査(条例を定めることによる) 
事務監査－主務大臣または長の要求による監査 
 （第 199 条 第６項） 
個別外部監査 
事務監査－議会の請求による監査（第 98条第２項） 個別外部監査 
事務監査－直接請求による監査・選挙人の要求監査 
 （第 75条） 
個別外部監査 
例月現金出納検査  （第235条の２第１項） × 
決算審査  （第 233 条第２項） × 
指定金融機関の監査  （第235条の第２項２） × 





















で定めることにより、自主的に監査契約を締結することができる（地方自治法第 252 条の 36 項）。 
 市・町・村にとって、規制緩和ともとれる当該規定を設けた理由は、地方自治体が処理してい
る事務の性格や団体の規模を考慮したことによる。すなわち、小規模の地方自治体にとって、自
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－ 73 － 
る契約である。すなわち、個別監査契約とは住民の直接請求による監査（地方自治法第 75 条）、










長は 20日以内に議会を召集し、議会の決議を必要とする（第 252 条の 39 第４項）。そして、議会
においても決議が否決された場合には、その監査請求は初めから監査委員が実施するものとして




252 条の 40 第３項）。同様に、長からの監査請求の場合（地方自治法第 199 条第６項）には、知
事または市長は監査委員に代えて外部監査人の要求を行うことができるが、この場合も監査委員
は直ちに外部監査人によることについての意見を知事または市長に通知しなければならない（第
252 条の 41 第３項）。さらに議会による決議を経ることも必要になる（第 252 条の 41 第４項）。 
 そして、住民監査請求による監査の場合（第 242 条）には、外部監査人が監査を行うことが相
当であると認める権限は監査委員が有している（第 252 条の 43 第２項）。監査委員は、当該監査
請求があった日から 20 日以内に、知事または市長に外部監査人に監査を行わせる旨を通知しない
場合は、その監査請求は、はじめから監査委員が実施するものとして請求されたものとみなされ
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 1 監査委員制度の現状と課題については以下の拙稿を参照されたい。 
石川恵子「監査委員制度の機能化に向けての問題の視点」『実践女子大学人間社会学部紀要』第四集（2008
年４月）、87～98 頁。 
 2 全国市民オンブズマン連絡会議が平成９年 12 月に実施した「各自治体の公金不正支出についての自主調
査」の調査結果によれば、沖縄を除く調査対象 46 都道府県のうち、28 都道府県が自主的に調査を実施し
ていたという。また、自主的に調査を実施した 28 都道府県のうち、不正支出がなかったのは、３県にす
ぎなかった。全国市民オンブズマン連絡会議『日本を洗濯する―自治体を市民の手にとりもどす方法』教
育史料出版会 1998 年、140～148 頁。 
石川 恵子：わが国の地方自治体の外部監査制度の現状と課題 
－ 75 － 
 3 第 24次地方制度調査会及び第 25次地方制度調査会における審議内容の詳細については以下の文献を参照
されたい。小西一正「地方自治体への外部監査制度の導入について」『関西大学商学論集』第 43 巻第４号
1998 年、45～66 頁。 
 4 また、外部監査人に対しては、監査の実施に関して知りえた秘密を漏らしてはならない、とする守秘義務
の規定を設けている。（地方自治法第 252 条の 31 項３） 
 5 隅田一豊『公会計入門』ぎょうせい 2001 年、233 頁。 
 6 13 団体の内訳は盛岡市、港区、文京区、目黒区、大田区、世田谷区、荒川区、足立区、八王子市、神奈川
県城山町、八尾市、坂出市、そして善通寺市である。総務省『地方公共団体における外部監査制度に関す
る調査の結果』平成 18 年 10 月。 








 8 総務省『地方公共団体における外部監査制度に関する調査の結果』平成 18 年 10 月。 
 9 平成 16 年度の都道府県・政令指定都市の包括外部監査における監査のテーマについては、最も多かった
のは 3年連続で補助金であったことが明らかにされている。「テーマ最多は３年連続で補助金」『行政経営
の現場』No.13 2005 年、19～21 頁。 








査制度に関する調査の結果』平成 18 年 10 月。 
13 すべての都道府県は、個別外部監査契約を実施するための体制を整えるために条例を制定している。総務
省『地方公共団体における外部監査制度に関する調査の結果』平成 18 年 10 月。 
 
 
